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第56期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第56期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいま

すようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議

案に対する賛否をご表示頂き、平成29年12月20日（水曜日）午後５時までに到着するよ

う、ご返送頂きたくお願い申しあげます。

敬 具

記

1. 日 時 平成29年12月21日（木曜日）午前10時

2. 場 所 大阪府枚方市春日西町二丁目27番33号 当社本社 ３階会議室

3. 目的事項

報告事項 第56期(平成28年10月１日から平成29年９月30日まで)

事業報告及び計算書類の内容報告の件

決議事項

　第１号議案 剰余金の処分の件

　第２号議案 取締役及び監査役の報酬額改定の件

　第３号議案 取締役５名選任の件

　第４号議案 監査役１名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう

お願い申しあげます。また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申

しあげます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類に修正すべき事項が生じた場合は、インターネット

上の当社ウェブサイト（https://www.osaka-yuka.co.jp/）に掲載させて頂きます。
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(添 付 書 類)

事 業 報 告

（平成28年10月１日から
平成29年９月30日まで）

1. 会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、政府による経済対策や日銀による金融緩和等により、雇用環境の

改善や、企業収益等の改善が見られ、緩やかな回復基調となりました。

一方、世界経済においては、景気は緩やかに回復しているものの、米国の経済・金融政策や新興国の

経済動向には不確実性があり、先行きは依然不透明な状況となっております。

化学業界におきましては、原材料価格の下落があったものの、新興国経済の減速懸念、米国の経済・

金融政策の影響による為替・株式市場の変化等、依然として先行き不安定な状況が続いております。

このような状況のもと、当社は展示会出展及びインターネット広告等の活用による新規顧客獲得、営

業人員の増強等による既存顧客に対する研究開発支援業務の強化を行い、新規案件獲得等の取引拡大に

取り組むとともに、取引先の更なる要望に応えるべく品質向上及び生産能力増強等のための投資を積極

的に行いました。

以上の結果、当事業年度における売上高は、新規案件を獲得したこと及び取引先の製造サイクルの影

響等により有償支給案件の取引量が増加し、1,137,551千円（前年同期比9.1％増）となりました。利益

面におきましては、蒸留塔改造等の積極的な設備投資に伴う減価償却費の増加、営業人員増加等による

人件費の増加及び上場準備関連費用の発生があったため、営業利益は220,307千円（前年同期比1.5％

減）、経常利益は213,313千円（前年同期比2.8％減）、当期純利益は139,723千円（前年同期比16.8％減）

となりました。

なお、当社は精密蒸留事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

　

当社事業の売上区分別の業績は次のとおりであります。

（研究開発支援）

展示会出展等による新規取引先の開拓に注力したこと及び企業の活発な研究開発活動に支えられ、医

薬及び石油向け研究開発案件が増加したことから、研究開発支援売上高は、228,384千円（前年同期比

36.6％増）となりました。

（受託加工）

営業人員を増強する等の顧客対応充実に注力したこと及び企業の堅調な生産活動に支えられ、電子材

料及び工業用材料向け受託案件が増加したことから、受託加工売上高は、899,966千円（前年同期比2.8

％増）となりました。

　

（プラントサービス）

研究開発用途の新規案件を複数獲得したことにより、プラントサービス売上高は、9,200千円となりま

した。
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(2) 設備投資の状況

当事業年度の設備投資については、生産設備の増強、研究開発機能の充実・強化などを目的とした設

備投資を継続的に実施しております。なお、有形固定資産の他、無形固定資産への投資を含めて記載し

ております。

当事業年度は、受託加工を中心に総額51,388千円の設備投資を実施いたしました。

(3) 資金調達の状況

該当する事項はありません。

　

(4) 対処すべき課題

当社は、「３か年中期経営計画」を着実に実現することを目指し、更なる持続的な成長を見据えて、以

下を重要な課題と認識し、取り組んでおります。

① 人材の採用及び育成

当社は、実績に裏付けられた高度な技術力及び研究開発力により、蒸留サービスを提供しておりま

す。顧客からの依頼により他社で対応不可能であった案件を請け負うことがあるため、技術力及び研

究開発力の更なる向上が必要であると考えております。また、契約締結から出荷までをカバーするビ

ジネスプロセスのすべてにおいて、品質の高いサービスを提供し続け、数十年の長きにわたり発注頂

く顧客がいることから、顧客から安定した信頼を獲得していると自負しております。

このような競争力の源泉となっているのは、ひとえに人材であります。そして、顧客ニーズが多様

化あるいは高度化していく中において、人材の重要性はますます高まるばかりです。そのため、当社

では、人材の採用及び育成を重要な経営課題と捉えており、専門性を高める技術研修や安全指導、福

利厚生の一環として熱中症対策の飲料を配布するなど、勤務環境の整備を図り、積極的な投資を行っ

ております。最近では、将来の海外展開を見据えたグローバル人材の育成にも取り組んでおります。

② 既存サービスの収益基盤強化

当社は創業から60年以上の歴史を有しており、「研究開発支援」、「受託加工」といった既存サービス

については一定の収益基盤を確立しておりますが、持続的な成長を見据えて収益基盤の更なる強化を

目指しております。

そのため、設備新設等による生産能力増強及び他の精製技術等の周辺サービスへの展開により、幅

広い顧客ニーズへの対応を強化するとともに、顧客との積極的なコミュニケーションを図る等のきめ

細やかで柔軟な顧客対応により、顧客満足度を向上させることで取引先数及び受託件数の拡大に取り

組んでまいります。
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③ 新規サービスの成長

当社は、更なる収益基盤の安定化及び持続的な成長を図るためには、収益源を多様化する必要があ

ると考えており、既存サービスに続く新たな事業の開拓に積極的に取り組んでおります。その一環に

おいて新規サービスとしてスタートさせた「プラントサービス」を育成、成長させていきます。

受託加工での豊富な実績や知見等を活かし、プラントにおける最適な設定などの技術支援や生産体

制の構築支援を行ってまいります。一社完結によるサービスの提供が可能であるため、受託加工で培

った技術やノウハウの相互活用をスムーズに行うことができ、柔軟な対応が可能となっております。

専門紙への広告掲載や展示会等への積極的な出展、会社ホームページの充実等により当該サービスの

認知度向上に努め、取引の拡大に注力してまいります。

また、納品後のメンテナンス体制も充実させてまいります。「プラントサービス」にて販売する小型

蒸留装置は納品後においても、柔軟なカスタマイズが可能な設計としているため、顧客ニーズの変化

に素早く対応することが可能となっております。また、あわせてメンテナンスサービスも行っていく

ことで、単に販売するだけでなく、顧客の価値創造に貢献するサービスを提供し、当社の競争力の強

化や継続的な収益基盤の構築につなげてまいります。

「プラントサービス」が加わったことで、「研究開発支援」から「受託加工」や「プラントサービ

ス」まで包括的にサービスを提供できることになります。その結果、顧客に最適なソリューションの

提案を行うことができ、より一層の顧客満足度の向上につながるものと考えております。

④ 経営管理体制の強化

当社は、企業価値の継続的な向上のため、事業の成長や業容の拡大に合わせた経営管理体制の強化

が重要であると認識しております。

これまでと同様に、専門性の高い優秀な人材の確保及び在籍する人員の育成に注力するとともに、

権限委譲を進めることで意思決定の迅速化及び経営の監督機能強化を図ってまいります。
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(5) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第53期

平成26年９月期

第54期

平成27年９月期

第55期

平成28年９月期

第56期(当期)

平成29年９月期

売上高（千円） 1,003,577 1,048,399 1,043,088 1,137,551

経常利益（千円） 65,967 133,463 219,406 213,313

当期純利益（千円） 52,008 88,628 167,915 139,723

１株当たり当期純利益

（円）
777.20 132.45 250.93 208.80

総資産（千円） 789,475 977,298 1,073,814 1,130,417

純資産（千円） 562,276 647,559 804,099 920,402

１株当たり純資産額（円） 8,402.60 967.71 1,201.64 1,375.44

(注) １．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式の総数により、１株当たり純資産額は期末発行済株

式の総数により算出しております。

２．当社は平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っておりますが、第54期の

期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を

算定しております。

　

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

該当事項はありません。

　

② 重要な子会社の状況

該当事項はありません。

　

③ 特定完全子会社に関する事項

該当事項はありません。

　

④ その他

該当事項はありません。
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(7) 主要な事業内容

当社は、化学物質のわずかな沸点の差を利用して混合物から目的とする物質を分離・精製する精密蒸留

を主な事業として行っております。

精密蒸留の技術は、古くは石油からガソリンを精製することなどから発達したもので、現在では医薬・

農薬・電子材料等の分野や航空・宇宙産業における材料の精製にも活用されており、当社の加工技術もス

マートフォンやメガネ等のレンズ、医薬品や化粧品、自動車等の顧客の最終製品の一部や顧客の研究開発

分野において、使用されております。

当社は過去から素材加工の一環として行われていた「蒸留」を専業で請け負っており、機能性化学品

（注）等の製造過程で材料の化学物質から不純物を取り除き純度を高める精密蒸留精製において、顧客の

最終製品の価値向上に貢献しております。

当社の事業は精密蒸留事業の単一セグメントでありますが、売上区分につきまして、顧客の研究開発部

門の支援を行うサービスである「研究開発支援」、基礎研究段階からスケールアップした蒸留等の中・大

型の蒸留装置による製造規模の蒸留及びそれに付随するサービスである「受託加工」、顧客が自社で蒸留

を行うための支援サービスである「プラントサービス」に区分しております。

精密蒸留精製に関連し、「研究開発支援」から「受託加工」や「プラントサービス」まで包括的なサー

ビスを提供できることにより、顧客に最適なソリューションの提案を行うことができる体制と自負してお

ります。

　

（注）機能性化学品とは、化学メーカー等が研究開発により培った技術力を基に、顧客の最終製品の用

途や機能性等に応じて生み出された新たな化学品を総称する呼称であり、上記製品の部材等に広

く活用されている化学品を指します。

各売上区分の詳細は以下のとおりであります。

① 研究開発支援

当社においては、主に新規顧客開拓を目的に、顧客の研究開発における基礎研究等の補助を行う、小型

の蒸留装置による蒸留の受託及びそれに付随するサービスの提供を行っております。

顧客の研究開発部門を対象に、対象となる原料を当社の蒸留装置にて精製し、基礎研究に必要な集計デ

ータの提供、将来的な生産に向けた提案、「受託加工」へのスケールアップ等のサポートを行っておりま

す。

顧客の研究開発を支える少量からの蒸留を受託することで、当該顧客のビジネスが軌道に乗った場合、

そのまま「受託加工」へのスケールアップにつながり、顧客の成長とともに収益拡大を図ることが可能な

体制となっております。
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② 受託加工

当社においては、精密蒸留精製の主力サービスとして、中・大型の蒸留装置による蒸留の受託及びそれ

に付随するサービスの提供を行っております。

電子材料、香料等の機能性化学品市場を主な対象市場としており、「研究開発支援」からスケールアッ

プした顧客をはじめ、蒸留の委託元となる顧客に対して、様々な化学物質について顧客の要望に応じた精

度での精製を行っております。

創業以来培ってきた技術と経験を基に、原料の質の不安定さによる影響を最小限に抑えた安定した製品

品質を提供するとともに、原料の選定、最適な蒸留、収集したデータの活用方法など、総合的な提案を行

っております。

③ プラントサービス

当社においては、顧客が自社にて蒸留精製を行うことを目的とした小型蒸留装置の販売及びそのメンテ

ナンスサービスの提供を平成26年７月より新規サービスとして行っております。

創業以来培ってきた技術と経験を活かし、当社設備での試験データに基づき、小型の蒸留装置を様々な

形で提案・販売し、実際の運転を行う際の技術支援、生産体制を確立するための最適条件・蒸留方法につ

いての総合的な提案を行っております。

(8) 主要な営業所及び工場

　

名称 所在地

本社及び工場 大阪府枚方市春日西町二丁目27番33号

(9) 従業員の状況

従業員数(名) 前期末比増減（名） 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年)

35 0 37.3 9.2

(注) １．従業員には臨時雇用及び嘱託は含まれておりません。

２．平均年齢、平均勤続年数はそれぞれ小数点以下第２位を切り捨てて表示しております。

　

(10)主要な借入先

該当事項はありません。

(11)その他会社の現況に関する重要な事項

当社は、平成29年10月５日に東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場へ上場いたしました。

― 7 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年12月05日 13時11分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



2. 会社の株式に関する事項

　(1) 発行可能株式総数 1,856,000株

　(2) 発行済株式の総数 669,170株

　(3) 株主数 ２名

　(4) 大株主（上位２名）

株主名 持株数 持株比率

堀田 哲平 499,170 株 74.6 ％

堀田 修平 170,000 株 25.4 ％

合計 669,170 株 100.0 ％

（注）当社は、平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。

　

(5) その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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3. 会社の新株予約権等に関する事項

(1)当事業年度の末日に当社役員が保有している新株予約権の状況
　

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

発行決議の日 平成26年５月30日 平成27年６月23日 平成27年９月29日

区分 取締役（注）１ 取締役（注）１ 取締役（注）１

保有者数 ２名 ２名 １名

新株予約権の数 250個 1,083個 1,000個

新株予約権の目的となる株式の数 2,500株（注）２ 10,830株（注）２ 10,000株（注）２

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式

新株予約権１個当たりの発行価額 無償 無償 無償

権利行使時１株当たりの行使価額 400円 650円 650円

権利行使期間 自 平成28年７月１日
至 平成36年４月30日

自 平成29年７月１日
至 平成37年４月30日

自 平成29年10月１日
至 平成37年７月31日

新株予約権の行使の条件 （別記１） （別記１） （別記１）

（注） １．社外取締役分は含まれておりません。

２．当社は、平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。

（別記１）

① 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査

役、従業員の地位にあることを要す。ただし、正当な理由に基づき取締役会が承認した場合にはこ

の限りではない。

② 新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

③ 新株予約権者は、当社株式が日本国内の証券取引所に上場している場合において新株予約権を行使

することができる。

　

(2)当事業年度中に使用人に対して交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成29年９月30日現在）

会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 堀 田 修 平 －

代 表 取 締 役 社 長 堀 田 哲 平 －

取 締 役 野 村 直 樹 製造部長兼工場長

取 締 役 島 田 嘉 人 業務部長

取 締 役 橋 森 正 樹 株式会社大宣システムサービス社外
取締役

常 勤 監 査 役 衣 川 靖 志 －

監 査 役 田 積 彰 男 －

監 査 役 野 村 正 勝 大阪大学工学部名誉教授

(注) １．取締役 橋森正樹氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役 衣川靖志氏及び監査役 田積彰男氏並びに監査役 野村正勝氏は会社法第２条第16号に

定める社外監査役であります。

３．当社は、取締役 橋森正樹氏、監査役 衣川靖志氏、監査役 田積彰男氏、監査役 野村正勝氏

を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ておりま

す。

４．常勤監査役 衣川靖志氏は、長年管理部長として財務・経理業務に携わってきた豊富な経験を有

しており、財務及び経理に関する相当程度の知見を有しております。

　

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、取締役（業務執行取締役等である者を除く）、監査役との間において、会社法第427条第１項

の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款

に定めております。この定めに基づき、平成29年10月より取締役 橋森正樹、監査役 衣川靖志、監査

役 田積彰男、監査役 野村正勝と責任限定契約を結んでおります。

当該契約に基づく損害賠償の限度額は、法令に定める最低責任限度額としております。

　

(3) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額

取締役５名 27,750千円 （うち社外 １名 　1,350千円）

監査役３名 8,700千円 （うち社外 ３名 8,700千円）
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(4) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

該当事項はありません。

　
② 他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

取締役橋森正樹氏は、株式会社大宣システムサービスの社外取締役を兼職しております。当社と株

式会社大宣システムサービスとの間には重要な取引及び特別な関係はありません。

　
③ 会社又は会社の特定関係事業者の業務執行者又は役員との親族関係について

該当事項はありません。

　
④ 当事業年度における主な活動状況

　
氏名 地位 主な活動状況

橋森 正樹 取 締 役

就任後、当事業年度中に開催された取締役会には、12回中12回出席
し、弁護士としての豊かな経験により、法律に関する相当程度の知見
と高い見識を有しており、その知識・経験に基づき、取締役会におけ
る議案の審議等に際し必要な発言を適宜行っております。

衣川 靖志 常 勤 監 査 役

当事業年度中に開催された取締役会には、16回中16回、また、監査役
協議会には２回中２回、監査役会には10回中10回出席し、長年にわた
る経理業務経験により、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し
ており、その知識・経験に基づき、取締役会における議案の審議等に
際し必要な発言を適宜行っております。

田積 彰男 監 査 役

当事業年度中に開催された取締役会には、16回中16回、また、監査役
協議会には２回中２回、監査役会には10回中10回出席し、長年にわた
る化学プラント業界経験により、化学プラントに関する相当程度の知
見を有しており、その知識・経験に基づき、取締役会における議案の
審議等に際し必要な発言を適宜行っております。

野村 正勝 監 査 役

就任後、当事業年度中に開催された取締役会には、12回中12回、ま
た、監査役会には10回中10回出席し、長年にわたり大学教授として化
学分野に携わってきた経験により、化学に関する相当程度の知見を有
しており、その知識・経験に基づき、取締役会における議案の審議等
に際し必要な発言を適宜行っております。
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5. 会計監査人の状況

（1）会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

（2）報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 9,500千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 12,500千円

（3）会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由

当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監

査方法及び監査内容などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項

の同意を行っております。

（4）非監査業務の内容

当社は、会計監査人有限責任 あずさ監査法人に対し、コンフォートレター作成業務及び上場準備に

関するアドバイザリー業務についての報酬を支払っております。

（5）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主

総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役

全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を

解任した旨及びその理由を報告いたします。
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6. 会社の体制及び方針

(1) 業務の適正を確保するための体制

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ．取締役会は、法令及び定款等の遵守のための体制を含む内部統制システムに関する基本方針を決

定し、その運用状況を監督するとともに、適宜、基本方針の見直しを行う。

ロ．監査役は、内部統制システムの整備と運用状況を含め、独立した立場から取締役の職務執行の監

査を行う。

ハ．コンプライアンス体制の基礎として、取締役及び使用人が遵守すべき規範として「コンプライア

ンス規程」及び「コンプライアンス行動規範」を定め、コンプライアンス委員会を設置し、コン

プライアンスに対する意識の向上に努める。

ニ．内部監査担当者は、内部監査規程に基づき、コンプライアンス体制が有効に機能しているかを監

査し、その結果を代表取締役社長に報告する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報は、取締役会その他重要な会議に関する議事録及び稟議書等の文書

（電磁的記録を含む。）として記録し、社内規程に基づきそれぞれ適切な年限を定めて保存及び管理

する。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

「リスク管理規程」を定め、必要に応じてリスク管理委員会を設置し、事業運営に重大な影響を

及ぼす可能性のあるリスクを未然に防止するように努めるとともに、事業運営に重大な影響を及ぼ

す事態が発生した場合の対応やその予防について、必要な処置を講じる。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

原則として毎月1回開催の定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を行い、迅速かつ効率

的な意思決定を行う。

また、取締役会の意思決定に基づく業務執行については、社内規程において職務分掌及び責任権

限を定め、業務の組織的かつ効率的な運営を図ることを確保する。

⑤監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項な

らびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と協議のうえ、

監査役を補助すべき使用人を置く。なお、使用人の任命、異動、評価、指揮命令権限等は、監査役

の事前の同意を得るものとし、当該使用人の取締役からの独立性を確保する。

⑥取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

取締役及び使用人は、当社の業務または財務の状況に重大な影響を及ぼすおそれのある事項を発

見したときは、その内容について直ちに監査役会または監査役に報告しなければならない。また監

査役に報告したことを理由とする不利益処分その他の不当な取扱いを禁止する。
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⑦その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．監査役は、代表取締役社長と定期的な会合をもち、経営方針、会社の対応すべき課題、会社を取

り巻くリスクの他、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要問題点について意見を交換する。

ロ．重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握できるようにするため、監査役は取締役会のほ

か、重要な会議に出席できる。また監査役から要求のあった文書等は、随時提供する。

ハ．監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、速や

かに当該費用または債務を処理する。

⑧財務報告の信頼性に係る内部統制を確保するための体制

当社の財務報告の適正性と信頼性を確保するための体制として、適正な会計処理を確保し、財務

報告の信頼性を向上させるため、財務報告にかかる内部統制の体制を整備する。

⑨反社会的勢力との関係を遮断するための体制

イ．当社は、暴力団、暴力団構成員、準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、特

殊知能暴力集団等の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」という。）との関係を一切遮断する。

ロ．当社は、反社会的勢力排除のため、以下の体制整備を行う。

a．反社会的勢力対応部署の設置

b．反社会的勢力に関する情報収集・管理体制の構築

c．外部専門機関との連携体制の確立

d．反社会的勢力対応マニュアルの制定

e．暴力団排除条項の導入

f．その他反社会的勢力を排除するために必要な体制の確立

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

イ．主要な会議の開催状況として、取締役会は16回開催され、取締役の職務執行の適法性の確保及び

適正性を高めるために、当社と利害関係を有しない社外監査役が全てに出席いたしました。また

取締役会のほか、監査役協議会２回、監査役会を10回開催いたしました。

ロ．監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき、監査を行うとともに、当社代表取締役社

長及び他の取締役、内部監査担当者ならびに会計監査人との間で意見交換を実施し、情報交換等

の連携を図っております。

ハ．内部監査担当は、内部監査計画に基づき、各部門の業務執行の監査を実施いたしました。

　

（3）会社の支配に関する基本方針

該当事項はありません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
(平成29年９月30日現在)

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 645,000 流 動 負 債 210,015

2,185

78,083

28,185

46,034

32,125

8,240

15,160

現 金 及 び 預 金 406,289 買 掛 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

預 り 金

賞 与 引 当 金

売 掛 金 80,356

商 品 及 び 製 品 53,844

仕 掛 品 38,936

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 15,336

前 払 費 用 8,623

繰 延 税 金 資 産 37,739

そ の 他 3,874

固 定 資 産 485,417

有 形 固 定 資 産 475,828

建 物 111,901

建 物 附 属 設 備 71,814

構 築 物 73,346

機 械 装 置 1,993,926

車 両 運 搬 具 6,554 負 債 合 計 210,015

工 具、 器 具 及 び 備 品 57,184 (純 資 産 の 部)

減 価 償 却 累 計 額 △1,920,427 株 主 資 本 920,402

土 地 63,518 資 本 金 33,458

建 設 仮 勘 定 18,010 利 益 剰 余 金 886,943

無 形 固 定 資 産 3,149 利 益 準 備 金 13,048

ソ フ ト ウ エ ア 3,011 そ の 他 利 益 剰 余 金 873,895

そ の 他 138 別 途 積 立 金 255,000

投資その他の資産 6,439 繰 越 利 益 剰 余 金 618,895

長 期 前 払 費 用 4,160

繰 延 税 金 資 産 2,278

そ の 他 5,620

貸 倒 引 当 金 △5,620 純 資 産 合 計 920,402

資 産 合 計 1,130,417 負 債 純 資 産 合 計 1,130,417

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成28年10月１日から
平成29年９月30日まで） （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,137,551

売 上 原 価 640,431

売 上 総 利 益 497,120

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 276,812

営 業 利 益 220,307

営 業 外 収 益

固 定 資 産 売 却 益 1,991

雑 収 入 211 2,203

営 業 外 費 用

株 式 公 開 費 用 7,974

固 定 資 産 除 却 損 993

固 定 資 産 売 却 損 209

支 払 利 息 20 9,197

経 常 利 益 213,313

税 引 前 当 期 純 利 益 213,313

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 80,639

法 人 税 等 調 整 額 △7,049 73,590

当 期 純 利 益 139,723

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成28年10月１日から
平成29年９月30日まで） （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 33,458 13,048 255,000 502,593 770,641 804,099

当 期 変 動 額 　 　 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 △23,420 △23,420 △23,420

当 期 純 利 益 　 　 　 139,723 139,723 139,723

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)
　 　 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 － － － 116,302 116,302 116,302

当 期 末 残 高 33,458 13,048 255,000 618,895 886,943 920,402

　
純資産合計

当 期 首 残 高 804,099

当 期 変 動 額 　

剰 余 金 の 配 当 △23,420

当 期 純 利 益 139,723

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)
－

当 期 変 動 額 合 計 116,302

当 期 末 残 高 920,402
　

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・仕掛品・原材料・貯蔵品

総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げにより算出)

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに

平成28年４月以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ７～38年

機械装置 ４～８年

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は５年であります。

(3) 長期前払費用

均等償却しております。

なお、主な償却期間は５年であります。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上

しております。

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理の方法

確定拠出年金制度を導入しております。

(2) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

追加情報

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を

当事業年度から適用しております。

貸借対照表に関する注記

該当事項はありません。

損益計算書に関する注記

発注者より有償支給を受けている金額

売上高及び売上原価 114,313千円
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株主資本等変動計算書に関する注記

1. 当事業年度末の発行済株式の種類及び総数

当事業年度期首
（株）

増加
（株）

減少
（株）

当事業年度末
（株）

発行済株式
普通株式

66,917 602,253 － 669,170

（注）１．当社は平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。

２．普通株式の発行済株式総数の増加602,253株は、平成29年６月14日の株式分割による増加であり

ます。

2. 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

該当事項はありません。

　

3. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成28年12月14日

定時株主総会
普通株式 23,420 350.00 平成28年9月30日 平成28年12月15日

計 － 23,420 350.00 － －

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

平成29年12月21日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案

しております。

① 配当金の総額 23,420千円

② １株当たり配当額 35円00銭

③ 基準日 平成29年９月30日

④ 効力発生日 平成29年12月22日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

　

4. 当事業年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の

種類及び数

該当事項はありません。
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税効果会計関係に関する注記

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

　賞与引当金 20,970千円

　たな卸資産 13,647千円

　一括償却資産 2,195千円

　貸倒引当金 1,721千円

　未払事業税 3,120千円

　その他 276千円

繰延税金資産小計 41,932千円

評価性引当額 △1,914千円

繰延税金資産合計 40,018千円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため、注記を省略しております。
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金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については主に短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入によ

る方針であります。

なお、デリバティブ取引に関しては行わない方針であります。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金、未払金は、１年以内の支払期日であります。

　

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

営業債権については、当社与信管理規則に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うととも

に、主な取引先の信用状況を把握する体制を構築しております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

調達金利の実施状況を経営陣に報告し、今後の対応等の協議を行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

各事業部門からの報告に基づき、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流

動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

　

2. 金融商品の時価等に関する事項

平成29年９月30日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 406,289 406,289 －

(2) 売掛金 80,356 80,356 －

資産計 486,645 486,645 －

(1) 買掛金 2,185 2,185 －

(2) 未払金 78,083 78,083 －

負債計 80,268 80,268 －
　

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産
　(1）現金及び預金、(2）売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。

負 債
　(1）買掛金（2）未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。
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関連当事者との取引に関する注記

該当事項はありません。

一株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,375円44銭

１株当たり当期純利益 208円80銭
(注) 当社は平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。

　当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利

益を算定しております。

重要な後発事象

1. 公募による新株式発行

当社は、株式会社東京証券取引所より上場承認を受け、平成29年10月５日をもって同取引所ＪＡＳＤ

ＡＱ市場に上場いたしました。この株式上場にあたり、平成29年９月１日及び平成29年９月15日開催の

取締役会において、下記のとおり新株式の発行を決議し、平成29年10月４日に払込が完了いたしました。

この結果、資本金は264,470千円、発行済株式総数は939,170株となっております。

①募集方法：一般募集（ブックビルディング方式による募集）

②発行する株式の種類及び数：普通株式 270,000株

③発行価格：１株につき 1,860円

④引受価額：１株につき 1,711.20円

⑤資本組入額：１株につき 855.60円

⑥引受価額の総額： 462,024千円

⑦資本組入額の総額： 231,012千円

⑧払込期日：平成29年10月４日

⑨資金の使途：設備資金、研究開発費及び経費等の支払いに係る運転資金に充当する予定であります。

2. 第三者割当による新株式発行

当社は、平成29年９月１日及び平成29年９月15日開催の取締役会において、野村證券株式会社が行う

オーバーアロットメントによる当社株式の売出し（貸株人から借入れる当社株式の売出し）に関連して、

同社を割当先とする第三者割当による新株式の発行を次のとおり決議し、平成29年11月６日に払込が完

了いたしました。

この結果、資本金は332,490千円、発行済株式総数は1,018,670株となっております。

①発行する株式の種類及び数：普通株式 79,500株

②割当価格：１株につき 1,711.20円

③資本組入額：１株につき 855.60円

④割当価格の総額： 136,040千円

⑤資本組入額の総額： 68,020千円

⑥払込期日：平成29年11月６日

⑦割当先：野村證券株式会社

⑧資金の使途：設備資金、研究開発費及び経費等の支払いに係る運転資金に充当する予定であります。
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成29年11月13日

大阪油化工業株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 西田 順一 ㊞

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 神﨑 昭彦 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、大阪油化工業株式会社の平成28年10月１日から平成29年９月30日ま

での第56期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細

書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統

制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成29年９月１日及び平成29年９月15日開催の取締役会において公募による新

株式の発行を決議し、平成29年10月４日に払込が完了している。

また、会社は平成29年９月１日及び平成29年９月15日開催の取締役会においてオーバーアロットメントによる売出しに関連して、

第三者割当による新株式の発行を決議し、平成29年11月６日に払込が完了している。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

当監査役会は、平成28年10月１日から平成29年９月30日までの第56期事業年度の取締役の職務の執行に関し

て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたし

ます。

　
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締

役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門そ

の他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しまし

た。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び工場において業務及び財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業

務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役

会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築

及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行わ

れることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10

月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変

動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告

の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年11月13日

大阪油化工業株式会社 監査役会

常勤監査役（社外監査役） 衣川 靖志 ㊞

　 監査役（社外監査役） 田積 彰男 ㊞

　 監査役（社外監査役） 野村 正勝 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

　 議案及び参考事項

第１号議案 　剰余金の処分の件

当期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案いたしまして、次のと

おりとしたいと存じます。

1. 期末配当に関する事項

(1)配当財産の種類

金銭といたします。

　

(2)株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金35円00銭　総額23,420,950円

(3)剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年12月22日
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第２号議案　 取締役及び監査役の報酬額改定の件

当社の取締役の報酬額は、平成27年９月28日開催の臨時株主総会において、年額40,000千円以内とご

決議頂き今日に至っており、また、現在の監査役の報酬額についても、平成26年９月29日開催の臨時株

主総会において、年額10,000千円以内とご決議頂き今日に至っておりますが、今回報酬設計の柔軟性を

高めるために、取締役及び監査役それぞれについて、報酬額を改定させて頂きたいと存じます。

取締役の報酬額については、年額100,000千円以内（うち社外取締役分は年額10,000千円以内）、監査

役の報酬額については、年額20,000千円以内と改めさせて頂きたいと存じます。

なお、取締役の報酬額には、従来どおり使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないものといたしま

す。

現在、取締役は５名（うち、社外取締役１名）であり、監査役は３名であります。
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第３号議案　 取締役５名選任の件

取締役５名は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役５名の

選任をお願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者

番号

氏名

(生年月日)
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する

当社の

株式の数

１

ほった しゅうへい

堀田 修平

(昭和24年５月４日生)

昭和48年４月 当社入社

50,000株
昭和51年11月 当社取締役就任

平成４年12月 当社代表取締役社長就任

平成26年10月 当社代表取締役会長就任（現任）

２

ほった てっぺい

堀田 哲平

(昭和54年８月11日生)

平成15年10月 マスミューチュアル生命保険株式会社入社

359,170株

平成18年１月 当社専務取締役就任（平成24年９月退任）

平成25年４月 当社専務取締役就任

平成26年10月 当社代表取締役社長就任（現任）

３

のむら なおき

野村 直樹

(昭和50年７月５日生)

平成13年３月 当社入社

－株
平成16年４月 当社製造課課長

平成26年２月 当社副工場長

平成27年10月 当社取締役製造部長兼工場長就任（現任）

４

しまだ よしひと

島田 嘉人

(昭和57年５月28日生)

平成17年12月 あずさ監査法人（現有限責任 あずさ監査
法人）入所

－株平成26年２月 当社入社

平成26年10月 当社取締役業務部長就任（現任）

５

はしもり まさき

橋森 正樹

(昭和51年７月23日生)

平成14年10月 弁護士登録（大阪弁護士会）

－株

平成14年10月 北浜法律事務所（現北浜法律事務所・外国
法共同事業）入所

平成20年12月 税理士登録（近畿税理士会東支部）

平成21年１月 橋森・幡野法律会計事務所開設（現任）

平成28年６月 株式会社大宣システムサービス社外取締
役（現任）

平成28年12月 当社取締役就任（現任）

（注） 1.各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

2.橋森正樹氏は、社外取締役候補者であります。

3.橋森正樹氏は、現在当社の社外取締役でありますが、その就任してからの年数は、本定時株主総

会終結の時をもって１年であります。

4.橋森正樹氏につきましては、弁護士としての専門的な知識・経験等を当社の経営に活かして頂き

たいため、社外取締役として選任をお願いするものであります。

5.橋森正樹氏は、現在、当社の社外取締役であり、当社は同氏との間で、会社法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しております。同氏が再任された場合、当社は同氏

との上記責任限定契約を継続する予定であります。

6.当社は橋森正樹氏を、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所

に届け出ております。
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第４号議案　 監査役１名選任の件

監査役衣川靖志氏は、本定時株主総会終結の時をもって辞任されますので、新たに監査役１名の選任

をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

氏名

(生年月日)
略歴、地位及び重要な兼職の状況

所有する

当社の

株式の数

にしお ゆうじろう

西尾 裕次郎

(昭和31年12月１日生)

昭和54年４月 シャープ株式会社入社

－株

平成19年９月 同社経理本部副本部長兼経理部長

平成21年３月 同社広報室長

平成22年４月 同社海外企画本部長

平成24年８月 同社ＩＴシステム推進センター所長

平成25年４月 同社コーポレート統括本部ＳＣＭ統轄兼ＩＴ

システム戦略部長

平成26年４月 同社コーポレート統括本部経営企画部参与

平成26年６月 同社常勤監査役就任

平成29年６月 同社常勤監査役退任

(注) 1. 候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

2. 西尾裕次郎氏は社外監査役候補者であります。

3. 西尾裕次郎氏は、管理部門責任者としての豊富な経験及び幅広い見識を有しており、特に経理財

務に関する高度な専門知識を当社の経営に活かして頂きたいため、社外監査役として選任をお願

いするものであります。

4. 西尾裕次郎氏が選任された場合、当社定款の規定に基づき、当社は同氏との間で、会社法第427

条第１項の規定により、同法第423条第１項の賠償責任を限定する責任限定契約を締結する予定

であります。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額とし

ております。

5. 西尾裕次郎氏が原案どおり選任された場合、株式会社東京証券取引所が規定する独立役員となる

予定であります。

以上
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〈メ モ 欄〉
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